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１．はじめに 

 現行の USPTOのオフィシャルフィーは 2014年 1 月 1日に発効し、直近では 2015年 4月

1 日に改定されました。各オフィシャルフィーには、出願人がどの分類に属するかによって 3

つのステータス、すなわち、(i) Large entity、 (ii) Small entity、及び、(iii) Micro entityに分

類されています。Small entityおよび Micro entityのステータスは、基本的には、Large entity

のオフィシャルフィーの 1/2 および 1/4 にそれぞれ減額されます。減額対象手続は、出願、サーチ、

実体審査、特許発行、審判、特許維持年金等であり、その他の手続費用には一律の料金が設定され

ています。たとえば、PGR／CBM 手続等について、Small entity および Micro entity は、Large 

entityと同額のオフィシャルフィーの支払が必要となります。 

 

 USPTOによって発行された Communicationに対して実体的な応答をする場合、無駄なく出

来得る限りコンパクトに応答することを心掛けることが、結果として現地特許弁護士の費用が安

くなり、顧客の負担を低減する一助となります。 

 

上記各種の Communication に対して応答をする際に忘れがちなのが、USPTO のオフィシャ

ルフィーの存在です。応答／手続処理によっては非常に高額な庁費用の支払が必要となります。

この場合、当然のことながら、現地特許弁護士が処理に要する費用も高額なものとなります。そ

こで、現地特許弁護士の費用と USPTOのオフィシャルフィーの両方を念頭において各種の応答

／手続処理を進めていくことによって、結果として、各種の応答／手続処理をコンパクトに、適

宜に、且つ、適切に行うことが可能となります。 

 

上記の観点から、各種手続において実務上知っておくことが好ましい USPTOのオフィシャル

フィー、並びに、Small entity／Micro entity および entity が変更になった場合の対応等ついて、以

下に説明します。 
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